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東京高等裁判所平成20年２月27日判決
（事件番号・平成19年（行コ）第391号），判例集未搭載
Ⅰ　はじめに
申告納税制度において申告納税額に誤りが存在した場合に，その是正方法につい
て検討するのが，本稿の目的である。すなわち，納税額に誤りがあり過大申告とな
った場合に，過大申告となった理由によっては更正の請求が認められないのかとい
う問題である。
Ⅱ　具体的事案における主張の可否について―平成20年２月27日東京高
等裁判所の判決を素材として―
１．事案の概要
甲株式会社が，乙有限会社に対する出資金を乙有限会社に金44,723,250円で譲渡
した。この譲渡代金について，乙有限会社はみなし配当金の20パーセントの所得税
を控除して，甲株式会社に代金を支払った。
甲株式会社は，税務申告の際，配当金額 44,723,250円を別表八の「受取配当等の
金額の明細」欄の「31」に記載し，別表八「１」に転記し，その金額の60％に相当
する金 26,833,950円を受取配当等の益金不算入額と記載した。
また，みなし配当に係る源泉所得税 8,944,650円が損益計算上，「利息控除源泉税」
勘定で源泉徴収により納付された額を，別表六の所得税額の控除に関する明細書区
分「その他」欄「５」に記載を失念したため，この金 8,944,650円を控除すべき源
泉所得としなかった。
上記申告後１年内に，甲株式会社は，①受取配当金の益金不算入額を44,723,250
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円とすべきところを26,833,950円と記載したこと，②控除をうける所得税額を
8,944,650円と記載して所得金額に加算すべきところを，記載しなかったため，この
額を控除するとして，法人税の減額更正を求め，還付金の請求をした。
２．異議申立における判断－国税不服審判所も同様－
（1）原処分庁は，①の44,723,250円－26,833,950円＝17,886,959円を当期の所得金額
から減額したが，②の源泉所得税の控除を認めなかった。
（2）そこで，異議申立をしたところ，原処分庁は②を認めない理由として次のよう
な見解を示した。
ア 法人税法68条１項の税額控除を受けるためには，当初確定申告において，申
告書に当該金額及びその計算に関する明細を記載して提出した場合に限り，当
該記載の金額を限度として税額控除を認めるとして，同条３項が定められてい
る。したがって，この記載をしないでかつ明細書の記載もないまま確定申告書
を提出した場合には，税額控除の適用を受けず，法人経理のとおり損金として
計算することを選択したものと解さざるを得ない。
イ 国税通則法23条１項の更正請求が出来る場合とは，申告書に記載した課税標
準等若しくは税額等の計算が国税に関する法律の規定に従っていなかったか，
当該計算に誤りがあって納付すべき税額が過大であるときと定められている
が，本件のように，原告が任意に本件所得税額を損金として計算することを選
択して申告した後に，税額控除の方法による方が税額が小さくなることが明ら
かになったとするような事案については，課税標準等若しくは税額等の計算が
法律の規定に従っていなかった場合に該当せず，当該計算に誤りがあった場合
にも当たらない。
ウ 申告納税制度に関して，納税者自身が申告した課税標準，税額等が過大であ
った場合の是正については，国税通則法23条が限定的に規定している。したが
って，この規定による他は，申告にかかる錯誤があり，その錯誤が客観的にみ
て明白であって，国税通則法に定める手続以外にその是正を許さないとすれば，
納税者の利益を著しく害すると認められる特段の事情がない限り錯誤の主張は
認められない。
３．東京高等裁判所の判断
上記異議申立に対する判断を不服として，国税不服審判所に対してなした審査請
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求が棄却された。そこで，東京地方裁判所に取消訴訟と更正決定の義務付け訴訟を
提起しところ，取消訴訟については請求棄却され，義務付け訴訟については却下さ
れた。これを不服として控訴したのが，本件で検討する控訴審判決である。控訴審
でも原審の判断が維持されたが，その理由は以下のとおりである。
（1）本件申告書の記載状況等
控訴人は，本件申告書において，本件源泉所得税の額を平成16年６月期の損金
として算入し，源泉所得税として法人税額から控除するよう，本件申告書別表一
（一），別表四，別表六（一）の各記載をしていなかったものであり，控訴人は，
本件申告書において，法人税法68条３項の規定により定められた記載をしていな
かったことが明らかである。控訴人は，本件申告書の別表一（一），別表四，別
表六(一）の法人税額から控除される所得税額につき，2万1066 円と記載していた
にもかかわらず，本件源泉所得税の額である894万4650円については，法人税額
から控除される所得税額として記載せず，損金の額に算入して納付すべき法人税
額の計算をし，その金額を記載していたことからすれば，本件申告当時，本件源
泉所得税の額についても，法人税法68条３項の規定により定められた記載をする
ことも客観的に可能であったことが認められる。
（2）控訴人の主張―その１―
控訴人は，租税公平負担の原則又は租税法律主義違反，ひいては憲法違反であ
るなどと色々な主張を展開するが，詰まるところ，二重課税排除が法人税法上の
重要な制度であって，少なくとも本件源泉所得税のように巨額であれば，納税者
たる法人においては，当該源泉所得税額を損金として納付すべき法人税額を計算
する経済的合理性がないから，法人としては本来負担すべきでない源泉所得税を
本来の負担に引き戻すため，これに気付いて更正の請求をした以上は，法人税法
68条4項の「やむを得ない事情」が存在するか，又は単純な申告書への記載の誤
りとして，国税通則法23条１項の「当該計算に誤りがあつた」ことに該当し，更
正の請求が可能であるという趣旨に集約される。
この主張を検討するに，まず，法人税法が，内国法人が各事業年度において，
所得税法174条各号に規定する利子，配当等を受ける場合に源泉徴収される所得
税の額につき，法人税の額から控除することを認めるとともに，控除する場合に
は，控除された金額につき，損金の額に算入しないこととしている（法人税法40
条，68条１項）のは，いずれも，いわゆる重複課税（二重課税）の事態を回避す
るための措置である。そして，法人税法68条３項において，同条１項が適用され
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る場合につき，確定申告書に控除を受けるべき金額及びその計算に関する明細の
記載があることを要求しているのは，納税者である法人に対してこの制度の適用
を受けるか否かの選択による一定の便宜を供与するとともに，租税債権を早期に，
かつ，簡便な手続で確定させることにより法的安定性を確保するために，所得税
額の控除を納税者である法人の選択にゆだね，その選択に当たり，確定申告書に
おいて一定の要式をとることを定めて手続を明示し，もって，上記確定申告後に
その選択自体を覆し，控除すべき金額の変更を求めることはできないこととした
ものといえる。そして，上記の選択が任意に行い得ないような事情がある場合に
は，その救済を図る必要があることから，同条4項において「やむを得ない事情
があると認めるとき」として，同条3項に定める記載を欠いた場合でも，同条１
項を適用することができるとしたものであるといえる。このような扱いには，制
度設計としての合理性を見いだすことができ，租税公平負担の原則又は租税法律
主義違反，ひいては憲法違反であるとはいい難い。
そうすると，原告が主張するように，二重課税排除が法人税法上の重要な制度
であって，巨額の源泉所得税額の場合，納税者たる法人においては，当該源泉所
得税額を損金として納付すべき法人税額を計算することには経済合理性がないと
しても，当該申告時任意にそのような選択をして確定申告書を提出したと認めら
れる以上は，課税庁において，それに基づいて，当該源泉所得税額につき，当該
事業年度の法人税額から控除せず，損金の額に算入して納付すべき法人税額の計
算をすることとなる結果，当該納税者が，控除制度を利用した場合とで生じる差
額分の不利益を負担すべきことになるのは，前記法人税法68条3項，4項の趣旨か
らの当然の帰結である。
（3）控訴人の主張―その２―
控訴人は，法人税法68条1項の規定に基づく源泉所得税の控除をするか損金算
入をするかについては法人の選択にゆだねられているとの処分行政庁の解釈は，
そもそも法人の負担する所得税が本質的に損金となり得ないものなのであるか
ら，重複課税回避の立法趣旨にそぐわず違法である旨主張する。
しかし，法人の負担する所得税の性質をどのように理解するにせよ，法人税法
68条１項の規定に基づく源泉所得税の控除は法人の申告に基づいて行われるもの
であり，控除の対象とされなかった源泉所得税については損金算入の対象となる
ことは同法40条の規定から明らかであるから，結局，法人の負担する源泉所得税
についてこれを控除の対象とするか損金の対象とするかは挙げて法人の判断（申
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告）にゆだねられていることは法文上明らかである。控訴人が主張するように，
現行法制の下では，源泉所得税を控除の対象として選択する方が損金算入の対象
とするよりも法人にとって常に経済的に有利となるから経済合理性の観点からみ
て選択の余地がないはずであるとしてみても，税務申告を通じて法人に税額控除
の適用の有無の選択がゆだねられているという法制度の下では法人にそのいずれ
を選択するかの便宜が供与されていることに変わりはない。
したがって，源泉所得税を控除の対象とするか損金に算入するかについての選
択が法人にゆだねられており，法人が損金算入を選択した場合には税額控除の利
益を受けられないこととなるが，それは，その選択の動機がどうであれ，法人の
意思に基づく選択の結果にすぎず，重複課税回避という法人税法68条1項の立法趣
旨になんら抵触するものではない。そして，その選択に当たり法人がその選択肢
の存在及び意義をどのように理解していたかという点は，あるいは同条4項に該当
する場合があり得ることは別として，上記判断を直ちに左右するものではない。
（4）控訴人の主張―その３―
控訴人は，法人が経済的に有利な法人税法68条１項所定の税額控除を選択する
との記載をせずに申告をした場合であっても，後になってその記載の過誤，錯誤
の申し出をした場合には，制度の趣旨に照らし最大限その申し入れを尊重して税
額控除が認められるべきであり，そうでなければ，憲法が要請する租税公平負担
の原則に反する旨主張する。
しかし，税額控除の記載のない申告があったときでもなお税額控除の適用を認
め得る場合として法人税法68条4項の定めるやむを得ない事情があるときとは，
条文の規定に照らし，当該法人の主観的な事情を離れた客観的にみてやむを得な
い事情がある場合をいうものと解すべきであって，本来源泉所得税は法人が当然
に負担すべきものではないとの点や重複課税回避の立法趣旨を強調する控訴人の
主張を斟酌してみても，上記の点を別異に解すべきものとはいえない。そして，
税額控除の適用の有無が原則としてその適用を求める法人自身の申告にゆだねら
れていることを考えれば，上記のような解釈が租税公平負担の原則に反し違法で
あるなどと解することはできない（控訴人の憲法の要請に反する旨の主張は内容
に照らし単なる法令解釈の違法をいうにすぎない。）。また，上記引用に係る原判
決認定の事実関係の下では，控訴人が税額控除の記載をせずに申告したことにつ
いて，その申告が錯誤により無効であると解することもできない。
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Ⅲ　判決検討にあたっての確認事項
１．誤納金の訂正方法について
（1）過少申告について
国税通則法第19条１項は，「納税申告書を提出した者（その相続人その他当該提出
した者の財産に属する権利義務を包括して承継した者（法人が分割をした場合にあ
っては，第７条の２第４項（信託に係る国税の納付義務の承継）の規定により当該
分割をした法人の国税を納める義務を承継した法人に限る。）を含む。以下第23条
第１項及び第２項（更正の請求）において同じ。）は，次の各号のいずれかに該当
する場合には，その申告について第24条（更正）の規定による更正があるまでは，
その申告に係る課税標準等（第２条第６号イからハまで（定義）に掲げる事項をい
う。以下同じ。）又は税額等（同号ニからヘまでに掲げる事項をいう。以下同じ。）
を修正する納税申告書を税務署長に提出することができる。
① 先の納税申告書の提出により納付すべきものとしてこれに記載した税額に不
足額があるとき。
② 先の納税申告書に記載した純損失等の金額が過大であるとき。
③ 先の納税申告書に記載した還付金の額に相当する税額が過大であるとき。
④ 先の納税申告書に当該申告書の提出により納付すべき税額を記載しなかつた
場合において，その納付すべき税額があるとき。」としている。
この規定は，税額が不足であった理由等を問わず，また，特に期間を限定してい
ない。
（2）過大申告について
国税通則法第23条１項は，「納税申告書を提出した者は，次の各号の一に該当す
る場合には，当該申告書に係る国税の法定申告期限から１年以内に限り，税務署長
に対し，その申告に係る課税標準等又は税額等（当該課税標準等又は税額等に関し
次条又は第26条（再更正）の規定による更正（以下この条において「更正」という。）
があつた場合には，当該更正後の課税標準等又は税額等）につき更正をすべき旨の
請求をすることができる。
① 当該申告書に記載した課税標準等若しくは税額等の計算が国税に関する法律
の規定に従っていなかつたこと又は当該計算に誤りがあつたことにより，当
該申告書の提出により納付すべき税額（当該税額に関し更正があつた場合に
は，当該更正後の税額）が過大であるとき。
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② 前号に規定する理由により，当該申告書に記載した純損失等の金額（当該金
額に関し更正があつた場合には，当該更正後の金額）が過少であるとき，又
は当該申告書（当該申告書に関し更正があつた場合には，更正通知書）に純
絹失等の金額の記載がなかつたとき。
③ 第１号に規定する理由により，当該申告書に記載した還付金の額に相当する
税額（当該税額に関し更正があつた場合には，当該更正後の税額）が過少で
あるとき，又は当該申告書（当該申告書に関し更正があつた場合には，更正
通知書）に還付金の額に相当する税額の記載がなかつたとき。」としている。
この規定は，法定申告期限から１年間という期間制限を設けるともに，更正請求
のできる事由を限定している。
（3）両者の違いについて
このように，是正手段に違いがあることについて，一般的に次のように説明され
ている（DHC コメンタール国税通則法 §§１～55 P.1423 武田昌輔監修第一法規）。
「申告納税方式に係る国税にあっては，各税法において，その納税申告書の提出
期限を定め，その期限までに適正な税額を計算して自己賦課することを求めてい
るのであるこの期限を経過しても，自由に増額・減額ができることとすれば，そ
れは，実質的に申告期限そのものの意味をなくしてしまうこととなり，かえって
申告期限内に適正な申告を期待している申告納税方式の趣旨に反し，適当でない。
しかし，増額の修正申告にあっては，その修正申告書の提出は，それを認めるこ
ととしても，それによってそれまで進められていた諸手続には何らの影響も与え
ないし，また，課税庁側としても更正処分という行政処分の発動をしなくて済む
のであることから，特に申告期限後でもその提出ができることとされたのであっ
て，むしろ，例外的に認められた制度である。
これに対して，仮に減額の修正申告を認めると，種々の弊害が生ずる。すなわ
ち，納税者は，自己の信ずるところに従って，いつでも，何回でも減額の修正申
告ができることとなれば，それは極端なケースでは，課税庁側の増額の更正処分
と納税者の減額の修正申告とが交互に繰り返され，決着がつかないおそれがある。
そして，このような制度は，悪質な納税者から滞納処分を免れるために用いられ
たりするおそれもある。
そこで，減額の修正申告を納税者に認めることは，弊害が大きいとされ，真実，
過大な納税申告をした納税者の権利を救済するため，更正の請求制度が設けられ
たのである。」
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ここで注意すべきは，更正の請求について，期間及びその事由について制限を設
けた理由は，①申告期限を設けた趣旨を没却しないこと，②減額修正を認めること
の弊害防止という観点が挙げられていることである。また，更正の請求は，法律に
従っていなかったこと，また計算違いがあった場合に認められるとされており，民
法95条のようにいわゆる錯誤が重大であることを必要とする「要素性」や表意者に
重大な過失が存在した場合には錯誤主張を認めないというような制限は付されてな
い。このことは，申告者に誤りが在れば更正の請求を認めという趣旨であると理解
出来る。また，申告に錯誤があった場合に錯誤主張が許されるかについては，「法が
わざわざ更正の請求の手続を設けた趣旨にかんがみると，申告が過大である場合に
は，原則として，他の救済手段によることは許されず，更正の請求の手続によらな
ければならないと解すべきであろう。」（租税法第13版641頁以下　金子宏著　弘文堂）
とされていることからも，錯誤全般について更正の請求が認められることになる。
２．法人税法68条について
（1）同法１項の趣旨について
法人税法68条１項は「利子及び配当等の支払を受ける法人が所得税法の規定に
よって課される所得税の額は，当該事業年度の所得に対する法人税の額から控除
する。」と定めている。この規定は，法人が受けるべき利子等，配当等，給付補
填金，利息，利益，差益，利益の分配又は賞金について，所得税法174条各号の
規定によって課された所得税を法人税の課税上調整しようとする趣旨である。こ
の立法目的は，法人が本来負担すべきでない源泉所得税を，配当所得に対する所
得税課税の充実を期するという趣旨から法人に負担させた金額について，本来の
姿に引き戻し，これによって重複課税を回避しようとしたものである。重複課税
の回避は，最終的に担税力に応じた課税を実現するためのものであり，憲法上の
要請である課税公平原則を遵守した課税とするためのものである。
（2）同条３項の趣旨について法人税法68条３項は，「第１項の規定は，確定申告書
に同項の規定による控除を受けるべき金額及びその計算に関する明細の記載があ
る場合に限り，適用する。この場合において，同項の規定による控除をされるべ
き金額は，当該金額として記載された金額を限度とする。」と定めている。この
規定は，申告要件を定めたものとされている。
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Ⅳ　判決の検討
１．判決の理論的理由を要約すると，
（1）法人税法68条１項は，重複課税自体を回避する措置であるが，その適用を受ける
ためには，同条３項の要件が必要である。これは，法人にこの制度の適用を受ける
か否かの選択による便宜を与えるとともに，租税債権を早期に，かつ，簡便な手続
で確定させることにより法的安定性を確保することを目的とする。この手続をとら
なかったことについては同条４項の宥恕規定による救済が予定されている。
（2）法人が負担した所得税の処理について，法人税法68条１項の規定に基づき源泉
所得税額の控除をするか，この規定によらなければ控除の対象とされなかった源
泉所得税については損金算入の対象となることは同法40条の規定から明らかであ
るから，結局，法人の負担する源泉所得税についてこれを控除の対象とするか損
金の対象とするかは挙げて法人の判断（申告）にゆだねられていることは法文上
明らかであり，税務申告を通じて法人に税額控除の適用の有無の選択がゆだねら
れているという法制度の下では法人にそのいずれを選択するかの便宜が供与され
ていることに変わりはない。
（3）税額控除の記載のない申告があったときでもなお税額控除の適用を認め得る場
合として法人税法68条4項の定めるやむを得ない事情があるときとは，条文の規
定に照らし，当該法人の主観的な事情を離れた客観的にみてやむを得ない事情が
ある場合をいうものと解すべきであって，税額控除の適用の有無が原則としてそ
の適用を求める法人自身の申告にゆだねられていることを考えれば，上記のよう
な解釈が租税公平負担の原則に反し違法であるなどと解することはできない。
２．法人税法68条１項と同条３項の関係について
租税法は，課税要件としての実体法としての側面と，申告等における手続法的側
面を有している。法人税法68条１項は，源泉税を控除することを定めた実体法であ
る。そして，この実体法は重複課税の回避という課税平等主義の要請であることか
らすれば，この規定は最大限尊重されなければならない。そうすると，この法人税
法68条１項の適用を受けるための手続規定である法人税法68条３項の規定があるか
らといって，この手続によらないかぎり重複課税回避措置がとれないということは，
手続によって実体法の要請が没却されるという関係が認められることになる。手続
は実体法を実現する手段であることを考えると，このような結論が容認できないこ
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とは明らかである。また，控訴審は，法人税法68条３項の趣旨を法人にこの適用を
受けるか否かの便宜的規定であるとともに，租税債権を早期に，かつ，簡便な手続
で確定させることによって法的安定性を確保することを目的とするとしている。し
かし，租税債権の早期確定とか，法的安定性という要請は，更正の請求の期間制限
及び請求の事由が制限的に規定されていることからも確保されるものであり，あら
ためて法人税法68条３項の規定によって更正の請求を拒否する特段の理由は見出せ
ない。したがって，法人税法68条４項に宥恕規定があるからといっても，法人税法
68条３項により実体規定を制限的に解する根拠は存在しないというべきである。以
上のことから，手続的要件による実体法の要請を無視する結果となる控訴審の理由
は正当なものとは評価し得ない。
３．法人税法68条１項と同法40条の関係について
法人が上記いずれの選択をするかが，法人の選択に委ねられているとしても，そ
の選択に税額に相違が生じるような誤りが存在する場合に，その誤りの是正手段が
認められないという結果を容認することができるであろうか。この点については，
更正の請求は計算違い等を要件とするのみであり，その違いが納税者の重大な過失
によって生じたことを更正の請求の対象外としていない。そうすると，この選択を
誤った場合でも更正の請求を認めるべきである。そうであるにもかかわらず，法人
の選択責任を持ち出して，更正の請求を認めないのは，納税者の唯一の過納金の是
正手段を奪うことになり，不当である。
４．法人税法68条４項の存在について
控訴審は，法人税法68条４項により，法人税法68条３項の記載がない場合に，そ
の記載がないことについてやむを得ない事情があると認めるときは，その記載がな
かった金額につき第１項の規定を適用することができるという宥恕規定が存在する
ことで，法人税法68条３項による手続的制限が正当化されると解している。しかし，
このやむを得ない事情を当該法人の主観的事情を離れた客観的にみてやむを得ない
事情と解する限り，実体法を手続法によって制限するという関係は維持されるので
あり，法人税法68条３項の存在が実体法の趣旨を没却させているという問題点の解
消にはならない。
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５．近時の学説から
金子宏著，租税法第13版では，「特別措置の適用を選択して確定申告をしたのち
に，通常の規定に従った方が税額が少なくてすんだということに気付いたという場
合には，更正の請求の理由には当たらないと解すべきであろう。ただし，特別措置
の選択につき錯誤があった場合には，更正の請求が認められると解すべきであろ
う。」としている。この記述からすれば，本件は法人税法68条と同40条の選択に錯
誤があり，その結果，法人税法68条３項の手続を取らなかったことを更正の請求で
是正すべき場合と解することの可能性も否定できないと考えている。
６．現在，控訴審判決を不服として，上告及び上告受理申立を行っている。
なお，本件の東京地方裁判所の判決を素材として，税法学559号233頁以下に計算
違いのプロセス等を詳細に分析した増田英敏専修大学法学部教授の判例研究が掲載
されている。
以　上
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